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論文
実現利潤の決定要因分解： 1955-92年1)
Determinants of Realised Profits in Japan : 1955-92 
佐 藤 真 人
I. 序
利潤率を資本係数と分配率に，分配率をさらに価格，貨幣賃金率，及び産出
高・労働比率に分解して分析することは，よく行われてきた。例えば，余りに
も有名な利潤率の傾向的運動についての議論，また最近の例として， Glyn[6],
W eisskopf [ 8 ]。これらの分析は，ある水準の利潤が実現するために必要な商
品販売の実現条件について，極端に単純な想定のもとに行われていると¥>う意
味で，供給サイドの分析ということができよう。例えば，十分な利潤が実現す
るような価格での商品販売の実現を仮定したり，利潤に関する主体均衡の実現
の程度は問わず，とにかく実現した利潤率を分析対象とする，等等。では，こ
のように，極端に単純化された商品販売の実現条件の下でという意味での供給
サイドの分析に対応する，需要サイドの分析とでも言うべきもの（利潤が，ど
のような需要によって，どのように決定されているか？）はどうか？ ないこ
とはない。例えば，先駆的な例として，カレツキー[3 ],現代的な例としては，
置塩[1 ],菊本[2]。
これらのアイデアを借用して，利潤率（実は，データ調達の制約により国内総
生産に占める利潤の割合である。以後，これを短く「利潤比率」と呼ぼう。た
だし，カレッキー[3]では，利潤は相対化されていない。）の決定要因を，戦
後の日本経済について，特に時期による違いに注目して実証的に分析しよう。
本稿の構成は，次の通りである。まず，単純な場合によって，当該問題の分析
?
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手順，及び分析結果の一般的な見通しについて具体的イメージを得る。 (II節）
次に，決定要因を制度部門別に分割し，同様の分析を行う。 (II節） IV節では，
二次的な所得分配による変化を見る。最後に，結論をまとめる。 (V節）
I. 単純な場合
出発点として，国民経済計算の「統合勘定1.国内総生産と総支出」を利用
する。この勘定より，次の会計的恒等式(1),(2)を得る。
(1) OS/GDP =((CP-YW)+(l+J-DQ)+(CG-Tl+SB)+(E-MP)-SD)/GDP 
= EC +El +EC +EX +ES 
(2) 1 =((CP-YW)+(l+J-DQ)+(CG-Tl+SB)+(E-MP)-SD)/0S 
= PEG +PEI +PEG +PEX +PES 
(1), (2)に登場する変数は，何れも当該勘定の項目であって， OS: 営業余剰，
CP: 民間最終消費支出， YW:雇用者所得，/: 国内総固定資本形成， J:在
庫品増加， DQ:固定資本減耗， CG:政府最終消費支出， TI:間接税， SB:
補助金， E:財貨・サービスの輸出， MP:財貨・サービスの輸入， SD:統計
上の不突合， GDP:国内総生産（＝国内総支出）である。2)ただし，
EC=(CP-YW)/GDP, EI=(I+J-DQ)/GDP, EG=(CG-TI+SB)/GDP, 
EX=(E-MP)/GDP, ES=-SD/GDP 
PEC=(CP-YW)/0S, PEI=(I+J-DQ)/0S, PEG=(CG-TI+SB)/0S, 
PEX= (E-MP)/0S, PES=-SD/0S 
は， E*,及びPE* (* = C, I, G, X, I)の定義である。
さて，利潤比率として，営業余剰の国民総生産に対する比： OS/ GDP (=SOS) 
に注目しよう。 (1)より， sos:利潤比率が(ECEI EC EX)によって決定さ
れると解釈して，決定の仕方を分析しよう。 (ECEI EC EX)を，決定要因
の (SOSに対する）寄与と呼ぼう。 (2)における (PECPEI PEG PEX)は，
これら決定要因の寄与を，割合で見た場合である。
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図 1 利潤比率 (SOS) の決定要因の寄与
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図2 利潤比率 (SOS)の決定要因の寄与（割合）
?
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まず，結果を概観しよう。図 1, 2より，一般的印象を得ることができる。差
し当り， EIの寄与の大きさ（表 1-(1)も参照。）， ECの1970年代中頃における
構造変化 (1970年代中頃までの明白な低下傾向と，それ以降の低位安定の対
照。），等が印象的であろう。”ただし，この程度の粗い観察の限りでも，他にも多
少気になる事実もあるので，これらの点について，もう少し詳しく見ておこう。
表1 利潤比率 (SOS)の決定要因の寄与
(1) sosの決定要因の寄与の割合（％、平均）
＼ 変数 1955-59 1960-69 1970-79 1980-89 1990-92 1955-92 5 10 10 10 3 38 
PEC 56.67 39.18 13.80 16.37 5.60 26.15 
PEI 41.92 58.00 71.59 63.21 77.21 62.35 
PEG 1. 76 2.75 11. 74 12.31 9.42 8.03 
PEX 0.31 1.10 2.84 7.74 7.79 3.73 
(2) DSOSの決定要因の寄与の割合（％、平均）
~ 1956-59 1960-69 1970-79 1980-89 1990-92 1956-92 4 10 10 10 3 37 
PDEC 9.96 258.84 70.41 15.98 89.62 101.66 
PDE/ 137.88 65.01 -68.03 209.79 10.54 71.64 
PDEG 3.88 -76.59 -8.64 -81.06 -9.67 -45.29 
PDEX -50.01 -74.74 140.10 -39.77 -11.59 0.57 
l. EC= (CP-YW)/GDP: 超過消費需要率の動向
まず，最も印象的な事実と思われるが， EC:超過消費需要率の寄与の1970年
代中頃までの著しい低下傾向の原因について。4)この原因は，図 3から明かな
ように，民間最終消費支出率 (CP/GDP)の低下傾向，返互雇用者所得率
(YW/GDP)の上昇傾向である。次に，利潤比率の動向について。
2. SOS=OS/GDP: 利潤比率の動向
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図3 民間最終消費支出率と雇用者所得率
図 1より明らかに，時期により波動の形態に違いはある（例えば， 1970年代
前半期までは，それ以降に比し波動が大きい。）が，期間全体 (1955-92年）
では比較的単調に低下傾向を示す。5) (図 4も参照。）これは， 1970年代前半に
構造変化があるはずという，常識的推測に反する。
そこで， OS:営業余剰について，もう少し詳しく見よう。これを制度部門別に
分割すると， OSH:家計（個人企業を含む）， osc:非金融法人企業， OSF:
金融機関の総和である (OS=OSH + OSC + OSF)が，このうち， osc,及び
OSFに注目しよう。6)すなわち，利潤比率として， SOSCF= (OSC + OSF) I 
GDPに注目すると，前半期に上昇傾向を示し， (1970年代前半に構造変化があ
るはず， という）常識的推測にフィットする。7) (図 4を参照。）ここで，営業
余剰： OSの構成比に関し，但し書きを二点。
イ. oscとOSFでは， OSFの割合は小さく（負）格差は安定的で， OSCFを
問題にすることは，事実上， oscを問題にすることである。（図 6を参照。）
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図4 利潤比率： OS/GDPと (OSC+ OSF) I GDP 
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図5 利潤比率 (SOS) と雇用者所得率
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図6 利潤比率： SOSCF, SOSC, 及びSOSH
ロ.sosとSOSCFの差は，定義より，個人企業の営業余剰 (OSH/GDP)で
あるが，全期間を通じ低下傾向が著しい。（図 6を参照。）
3. sos: 利潤比率と決定要因の寄与 (ECEI EC EX)の相関関係
図4より， SOSとECの変動の対応には系統性，規則性があるが， SOSと
EI: 新投資需要率の変動の対応には余り系統性，規則性がないように見え
る。実際， ECとSOSの正の相関は非常に強く， EIとSOSの正の相関は低
い。（表 2-(1)を参照。）そこで，前項2.の場合と同様， SOSの代わりに，
SOSCFに注目してみよう。図4より， SOSCFとEIの変動には系統的，規
則的対応があるように見えるが，実際，両者の相関は正で非常に強い。（表2
-(1)を参照。）
?
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表2 利潤比率 (SOS,SOSCF)と決定要因の寄与の相関関係
(1) (SOS, SOSCF) と (ECEI EC EX) 
相関係数／有意確率／標本数=38
EC EI EG 
sos I 0.89449 0.50582 -0. 73lll 
0.0001 0.0012 0.0001 
SOSCF I -0,09746 0.74363 -0.19963 
0.5605 0.0001 0.2295 
(2) (DSOS, DSOSCF) と (DECDE! DEG DEX) 
相関係数／有意確率／標本数=37
DEC DEI DEG 
DSOS I 0.35955 0.75459 -0.50648 
0.0288 0.0001 〇.0014
DSOSCF I 0.12737 0.75459 -0.47431 
0.4525 0.0001 0.0030 
各変数の階差の関係について見ておこう。 (1)より，
(3) DSOS= DEC+ DE/+ DEG+ DEX+ DES 
(3)より，
(4) 1 =PDEC +PDE!+ PDEG+ PDEX + PDES 
を得る。ここで，
DSOS (T+ 1) =SOS (T+ 1)-SOS (T) 
EX 
-0.47377 
0.0027 
0.06511 
0.6978 
DEX 
-0.47091 
0.0033 
-0.35722 
0.0300 
DE* (T+ l)=E* (T+ l)-E* (T), T=l955, 57, 58, …91 
PDE* =DE *fDSOS, * =C, I, G, X, S 
である。さて， DSOS,及びDSOSCF(SOSCFの階差）と DE/(EIの階差）
には強い正の相関が見られる。8) (表2-(2)を参照。）なお，表 2-(2)から明らか
なように， DSOS,及びDSOSCFとDECの相関は弱い。平均を見た場合，表
1 -(2)のように， PDECの方がPDE/ょり大きい。 (PEGとPEIの場合とは反
対。）
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以上，一見しただけでも気になる点について，少し立ち入って見た。次節では，
本節での変数を，制度部門別（非金融法人企業，金融機関，対家計民間非営利
団体，家計，一般政府）に分割して見よう。理由は，分析対象の事実を経済主
体の行動の結果として解釈しやすいことである。その前に，ここまでの差し当
りの結論をまとめておこう。
1. sos: 営業余剰全体よりはむしろ， SOSCF:非金融法人企業，及び金融機
関の営業余剰に注目すれば，前半期上昇，後半期低下（あるいは，低位に
停滞）の傾向が明かである。 SOSとSOSCFの乖離の原因は，個人企業の
営業余剰(SOSH)であるが，その構成比の低下は，全期間を通じて著しい。
2. EC: 超過消費需要率の寄与の前半期における著しい低下傾向。この原因
は，民間最終消費支出率(CP/GDP)の低下傾向，及竺雇用者所得率(YW/
GDP)の上昇傾向である。 ECのこのような低下傾向にもかかわらず，前
半期における SOSの低下傾向を穏やかにし， SOSCFの上昇傾向を支えた
のは， EI:新投資需要率の上昇傾向である。（図 4を参照。）
3. 利潤比率の決定要因としては， EC:超過政府支出率， EX:超過輸出率よ
り， EC:超過消費需要率，及びEI:新投資需要率が支配的である。 EIと
ECの影響の大きさについては，前者の大きさとその増大の程度が著しい。
SOSCFとEIの正の相関も強い。それらの階差 (DSOSCFとDEI)につ
いても，正の相関が強い。
4. EC: 超過政府支出率，及びEX:超過輸出率の寄与は，小さいが，傾向的
には上昇している。（図 1, 2を参照。）また， SOSと(ECEX), (DSOSCF 
DSOSCF)と (DEGDEX)には負の相関がある。（表2を参照。）
II. 制度部門別に分割した場合
前節で，決定要因として右辺に現れた経済全体に関する変数(CP,I,],DQ)
， 
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は，制度部門（非金融法人企業，金融機関，一般政府，対家計民間非営利団体，
及び家計）に関する変数の総和で，具体的には次のような関係がある。9)
CP=CNP+CH 
I= INP + INH +IC+ IF+ JG 
(5) 
］＝ JH+JGC 
：民間最終消費支出
：国内総固定資本形成
：在庫品増加
DQ=DNNP+DH+DC+DF+DG : 固定資本減耗
あるいは，見やすさを考慮し，一覧表にすれば，次のとおりである。
非金融法人企業 金融機関 一般政府 対家計民間非営利団体
民間最終消費支出 : CP CNP 
国内総固定資本形成： I IC IF IC !NP 
在庫品増加 :J JGC 
固定資本減耗 :DQ DC DF DG DNNP 
家計
CH 
!NH 
JH 
DH 
では実際に，利潤比率の決定要因を制度部門別に分割しよう。その際，決定さ
れる利潤比率としては，前節の結果も考慮し， SOSではなく，個人企業の営業
余剰(SOSH)を除き，非金融法人企業，及び金融機関に関する SOSCFに注目
しよう。 (SOS=SOSCF + SOSH)理由は， SOSCFが（むしろ， SOSHよりも）
資本制経済の典型的要素と考えられるからである。
さて， (5)を考慮し，さらに所得支出勘定の変数と資本調達勘定の変数を区別し
て整理すると， (1),及び(2)に対応する恒等式(6),及び(7)を得る。10)
(6)SOSCF = OSCF I GDP 
= ((CNP+ JNP-DNNP) + (CH -YW -OSH + INH + JH -DH) 
+ (JC+JGC-DC) + (JF-DF) + (CG-TI +SB+IG-DG) + (E-MP) 
-SD)/GDP 
=(ENI+ ENC)+ (EHI + EHC) + ECC + EFC + (EGI + EGC) +EX+ ES 
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(7) 1 = (PEN! + PENC) + (PEHI + PEHC) + PECC + PEFC + (PEG/ + 
PEGC) + PEX + PES 
(7)の先頭にPが付いた変数PE**は，決定要因の寄与を割合で見た場合であ
って， (6)の変数E**に対応する。ここで， **=NI,NC, HI, HC, CC, 
FC, GI, CCである。また， (7)の(6)に対する関係は， (2)の(1)に対する関係と同
じである。
SOSCFの決定要因と，その定義を一覧表にすると，表 3のとおりである。ただ
し，
EX=(E-MP)/GDP, ES=-SD/GDP 
は， (1)と同じで，省いた。
表 3 SOSCFと決定要因
制度部門 所得支出勘定の変数
対家計民間非営利団体： EN ENI= CNP I GDP 
家計 : EH EHI=(CH—罰ーOSH)!GDP
非金融法人企業 : EC (ECI=O) 
金融機関 : EF (EFI=O) 
一般政府 : EC EGI= (CG-TI+SB)/GDP 
では，結果を見よう。
資本調達勘定の変数
ENC= (INP-DNNP) I GDP 
EHC =(!NH+ JH -DH) I GDP 
ECC = (IC+ JGC-DC) I GDP 
EFC =(IF-DF) I GDP 
EGC = (JG-DC) I GDP 
1. 表4-(1)から明らかなように，非金融法人企業部門の超過需要率 (ECC=
EC)の寄与の割合の大きさと家計部門の超過需要率（特に，所得支出勘定
の変数の項EHi)の寄与の割合の小ささ（負で，絶対値が大きい）が，印
象的である。ただし，次の二点は注意に値しよう。
(1)表4-(1)も示唆するように，時期による違いは有り，実際，図 7のように，
1970年代中頃から80年代中頃には，政府部門の超過支出率： EG (EGI+ 
EGC)の割合が， ECCの割合を上回る。
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表4 利潤比率 (SOSCF)の決定要因の寄与
(1) SOSCFの決定要因の寄与の割合（％、平均）
1955-59 1960-69 1970-79 1980-89 1990-92 1955-92 
5 
＼ 
10 10 10 3 38 
PEN/ 13.21 7.60 4.83 6.14 6.95 7.17 
PENG 00.00 00.00 1.84 1.17 1.12 0.88 
PEHi -99.15 -63.63 -101.77 -74.15 -92.31 -83.37 
PEHC 26.21 30.93 48.88 27.62 25.59 33.74 
PECC 112.54 87.98 72.83 59.88 79.14 79.13 
PEFC 0.64 1.67 1.08 1.02 2.74 1.29 
PEG! 8.94 6.95 27.51 24.88 18.54 18.25 
PEGC 36.80 26.65 38.61 37.27 42.85 35.21 
PEX 1.19 2.63 6.22 15.48 15.61 7.79 
(2) DSOSCFの決定要因の寄与の割合（％、平均）
＼ 
1956-59 1960-69 1970-79 1980-89 1990-92 1956-92 
4 10 10 10 3 37 
PDENI 1.92 -28.02 5.49 3.00 1.92 -4.91 
PDENC 00.00 00.00 3.57 -4.75 0.10 -0.31 
PDEHI -52.15 -109.82 93.33 -58.42 112.02 -16.80 
PDEHC -12.81 -74.68 -105.07 42.27 51.27 -34.38 
PDECC 351.30 344.83 -22,58 -17.25 -68.06 114 .89 
PDEFC 2.40 2.46 -3.31 -2.35 -4.90 -1.00 
PDEGI -39.91 -50.36 -57.68 15.21 -24.32 -31.37 
PDEGC -14.55 9.95 13.00 9.34 -24.51 5.16 
PDEX -166.87 -58.98 237,76 124.76 26.57 66.15 
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表5 利潤比率 (SOSCF) と決定要因の寄与の相関関係
(1) SOSCFと (ENIENC EHi EHC ECC EFC EGI EGC) 
相関係数／有意確率／標本数=38
ENI ENC EHi EHC ECC EFC EC/ EGC 
SOSCF I -0.09692 -0.03077 0.03074 0.50560 〇.59783 0.38253 -0.19963 0.02745 
0.5627 0.8545 0.8546 0.0012 0.0001 0.0178 0.2295 0.8701 
(2) DSOSCFと (DENIDENC DEHi DEHC DECC DEFC DEG/ DEGC) 
相関係数／有意確率／標本数=37
DENI DENC DEHi DEHC DECC DEFC DEG/ DEGC 
DOSOSCF 1-0.21858 0.12637 0.32934 〇.31039 0. 72176 0.43245 -0.47431 -0.21437 
0.1937 0.4561 0.0465 0.0615 0.0001 0.0075 0.0030 0.2026 
1.4 
LO 
0.0 .. 
1955 1960 1965 1訂0 1975 1980 1985 1990 
図7 非金融法人企業部門と政府部門の超過支出率
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(2)期間全体で見た場合， PEGの上昇傾向と PECCの低下傾向。（図 7を参
照。）
2. 海外部門の寄与 (EX)の割合は小さいが，上昇傾向。（表4-(1)を参照。）
3. 相関関係では，表 5-(1)から明らかなように，非金融法人企業部門の超過需
要率(ECC),及び家計部門の超過需要率（特に，資本調達勘定の変数の項
EHC) と，利潤比率 (SOSCF)の相関が正で強い。
4. 階差について見ると，非金融法人企業部門の超過需要率（の階差： DECC) 
の利潤比率（の階差： DSOSCF)に対する支配的な状況は一層，際立って
いる。ただし，その寄与の割合の低下傾向も一層，際立っている。（表4-
(2)を参照。） DECCとDSOSCFの相関関係（正）もより強くなっている。
（表 5-(2)を参照。）
以上，本節で利潤比率の一形態として採った非金融法人部門と金融機関の営業
余剰比率： SOSCF = OSCF I GDPについては，非金融法人企業部門の超過需要
率(ECC)が支配的な決定要因であると結論してよいだろう。（両者の関係につ
いては，図 8も参照。）
SOSCFから金融機関の営業余剰比率： SOSFを除き，非金融法人企業部門の
みの営業余剰比率： SOSC (= OSC I GDP)について見ても， SOSCFと似たり
寄ったりの結果が得られるが，それを示すだけにしておこう。（表6,7を参照。）
ただし，この場合， (6),(7)において，左辺を SOSC= OSC I GDPとし，右辺に，
それぞれ
EFI=-OSF/GDP 
PEFI = -OSF I OSC 
を追加した恒等関係を利用した。（他は，全く同じ。）
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図8 利澗比率 (SOSCF)の非金融法人企業部門の寄与
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表6 利潤比率 (SOSC)の決定要因の寄与
(1) soscの決定要因の寄与の割合（％、平均）
1955-59 1960-69 1970-79 1980-89 1990-92 1955-92 
5 10 10 10 3 38 
"-
PEN! 10.63 6.64 4.10 5.02 5.17 5.96 
PENC 00.00 00.00 1.55 0.95 0.83 0. 72 
PEHi -79.73 -55.69 -85.99 -60.71 -68.56 -69.17 
PEHC 21.22 27.13 41.46 22.64 19.13 28.31 
PECC 91.32 77 .15 62.28 49.01 59.18 66.28 
PEFI 18.88 12.28 14.54 18.17 25.20 16.31 
PEFC 0.53 1.46 0.92 0.83 2.05 1.08 
PEG! 7.02 6.08 23.00 20.42 13.80 15.04 
PEGC 29.62 23.30 32.69 30.53 31.80 29.18 
PEX 0.89 2.32 5.39 12.58 1. 44 6.36 
(2) DSOSCの決定要因の寄与の割合（％、平均）
1956-59 1960-69 1970-79 1980-89 1990-92 1956-92 
4 10 10 10 3 37 
J<. ＼ 
PDENI 2.44 -0.94 1. 78 6.85 -17.77 0.90 
PDENC 00.00 00.00 4.56 0.44 1.35 1.46 
PDEHI -68.90 103.17 38.42 -47.68 -153.97 5.44 
PDEHC -21.79 -69.97 -85.76 -73.83 -51. 48 -68.57 
PDECC 443.94 148.19 -84.53 299.14 432.32 181.09 
PDEFI -16.83 22.00 -11.56 -49.66 157.38 0.33 
PDEFC 3.38 0.64 -4.63 -0.52 28.05 1.47 
PDEGI -55.84 -35.38 -31.38 93.28 47.71 4.88 
PDEGC -20.63 -0.15 10.15 -37.12 37.58 -6.51 
PDEX -205.35 -98.10 323.79 -34.40 -389.55 -2.08 
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表 7 利潤比率 (SOSC) と決定要因の寄与の相関関係
(I) soscと (r.'.1/IENC Elli HIC ECC EFI EFC EC! EGC) 
相関係数／有意確率／標本数=38
ENI ENC EH! EHC ECC 
sosc I -0.18281 0 02657 0.05035 0 44195 0.51165 
0.2720 0.87-12 0 7640 0.0055 0.0010 
EFI EFC EGI EGC 
-0.19525 0.45873 -0 14475 0.10743 
0.2-lOJ 0 0038 0.3859 0.5209 
(2) DSOSCと (DENIDENC DEHi DEHC DECC DEF! DEFC DEG! DEGC) 
相関係数／有意確率／標本数=:J7
DENI DENC IJEHI DEHC DECC 
DSOSC I・0.22777 0 12,190 0 34540 0. 30887 0. 73129 
0.1752 0.4611 0 0363 0 0629 0.0001 
DEF! DEFC DEG! DEGC 
-0.38801 0 44819 -0.48373 -0.22654 
0 0176 0. 0054 0 ,0024 0.1776 
IV. 所得の二次的分配による修正
17 
これまでは，営業余剰に注目してきた。本節では，所得の二次的分配，すなわ
ち財産所得の受払い，及びその他の経常移転（純）も考慮し，非金融法人企業
及び金融機関の（ただし，個人企業を除く）可処分所得について見る。つまり，
利潤比率として， GDPに占める非金融法人企業及び金融機関の可処分所得の
割合を採ろう。まずは，例によって，利潤比率を決定する（と本稿では解釈す
る）恒等式の導出から。
国民可処分所得に注目すると，国民経済計算の「統合勘定2.国民可処分所得
と処分勘定」より，
(8) YD= YW+NYWE+OS+NPIE+Tl-SB+NOTE 
同じく「主要系列表 国民所得および国民可処分所得の分配」より，
17 
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(9) YD= YWH + PIB + YT+ SBD + NNOTE 
である。ここで，新登場の変数は， YD:国民可処分所得， NYWE:海外から
の雇用者所得（純）， NPIE:海外からの財産所得（純）， NOTE:海外からのそ
の他の経常移転（純）， YWH:雇用者所得， PIB:財産所得（非企業部門），
YT: 企業所得（配当受払後）， SBD:間接税（控除）補助金， NNOTE:その
他の経常移転（純）である。11)定義より，
(10) YWH = YW + NYWE, SBD =TI-SB 
が成り立つことを考慮すると， (8)と(9)より， YT:企業所得（配当受払後）につ
いて，
皿YT=OS+ NPIE-PIB-NNOTE + NOTE 
を得る。さて， uoの左辺について，
Q2)YT= YC+ YU+ YG 
である。ここで， YC,YU, YGは， YT:企業所得（配当受払後）の内訳で，
YC: 民間法人企業（配当控除後）， YU:個人企業， YG:公的企業である。12)
既に述べたが，個人企業を除き，民間法人企業（配当控除後）と公的企業に注
目することにすると， UO,(12)より YTを消去して
Q3)YC+ YG= YT-YU 
= OS+ NPIE-PIB-NNOTE + NOTE-YU 
を得る。最後に，定義的関係
04) YDC = YC + YG + NOTC 
に03)を代入すると
05) YDC = OS+ NIPE-PIB-NNOTE + NOTE-YU+ NOTC 
を得る。
つぎに05)の右辺の変数OS,NIPE, PIB, NNOTEを制度部門別に分割しよう。
まず， OSのうち OSCFに注目し，これを制度部門別に分解することは，前節
Iのとおりである。NPIE,PIB, NNOTEを制度部門別に分割した場合の変数
を一覧表にすると，次のとおりである。
18 
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海外からの財産所得（純）： NPIE 
制度部門 受取 支払 支払一受取
非金融法人企業 PIRC PIG 
金融機関 PIRF PIF 
一般政府 PIRC PIG 
対家計民間非営利団体 PIRNP PINP 
家計 PIRH PINH 
海外からの財産所得（純） NPIE 
財産所得（非企業部門）： PIB 
lal缶蔀匹 1
一般政府 対家計民間非営利団体 家計
財産所得（非企業部門） PIB PIRGB 
その他の経常移転（純）： NNOTE 
(1)非金融法人企業および金融機関
a 民間
b 公的
(2)一般政府
(3)対家計民間非営利団体
(4)家計（個人企業を含む）
その他の経常移転（純）
まず， NPIE:海外からの財産所得（純）について，
PIRNPB 
NOTC 
NOTCP 
NOTCPB 
NOTMG 
NOTMP 
NOTMH 
NNOTE 
Q6)NPIE= (PIRC-PIG)+ (PIRF-PIF) +(PIRC-PIG)+ (PIRNP 
-PINP) + (PIRH -PINH) 
である。13)また， PIB:財産所得（非企業部門）について，
U1)PIB =PIRGB + PIRNPB + PIRHB 
である。14)最後に，その他の経常移転（純）： NNOTEについて，
PIRHB 
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(18)NNOTE = NOTC + NOTMG + NOT MP+ NOTMH 
である。 15)さて， (15)に(16),(17), (18)を代入することによって， (OSPIE NPIE 
NNOTE)を消去し，前節Iのように制度部門別に，所得支出勘定の項目と資
本調達勘定の項目に整理すると，
(19)SYDC = YDC / GDP 
= (CNP+ (PIRNP-PINP) -PJRNPB -NOTMP) /GDP+ 
(INP-DNNP) / GDP 
+ (CH -YW + (PIRH -PINH) -PI RHB -NOTMH -YU) I 
GDP+ (INH + JH -DH)/ GDP 
+ (PIRC-PIC) I GDP-(IC+ JGC-DC) I GDP 
+ (PIRF -PJF) I GDP+ (IF -DF) / GDP 
+ (CG-TI +SB+ (PIRG-PIG)-PIRGB-NOTMG)/GDP+ 
(IG-DG)/GDP 
+ (E-MP+NOTE)/GDP 
-SD/GDP 
=ENI+ ENC+ EH!+ EHC +EC!+ ECC + EFI + EFC + EGI 
+EGC+EX+ES 
を得る。ただし，
20 
ENI= (CNP+ (PIRNP-PINP) -PIRNPB-NOT MP)/ GDP, 
ENC= (INP-DNNP)/GDP, 
EH!= (CH -YW + (PIRH -PINH) -PI RHB -NOTMH -YU)/ GDP, 
EHC= (INH +JH-DH)/GDP, 
EC!= (PIRC-PIC)/GDP, 
ECC= (IC+JGC-DC)/GDP, 
EFI = (PIRF-PIF) /GDP, 
EFC= (IF-DF)/GDP, 
EGI = (CG-TI+ SB+ (PIRC-PIG) -PIRGB -NOTMG) I GDP, 
実現利潤の決定要因分解： 1955-92年（佐藤）
EGC= (IG-DG)/GDP, 
EX= (E-MP+NOTE)/GDP, 
ES= -SD/GDP, 
である。また，各決定要因の寄与を割合で見て，
21 
(20) 1 =PEN!+ PENC + PEHi + PEHC + PECI + PECC + PEFI + PEFC + 
PEG!+ PEGC + PEX + PES 
を得る。ここで， PE**は，決定要因の寄与E**を割合でみた場合である。
(**=NI, NC, HI, HC, CI, CC, FI, FC, GI, CC, X, S) 
あらためて， (6)と(19)の異同をまとめると，右辺（決定要因）に変更があるのは，
所得支出勘定の項目の項だけであって，
ENI : (PIRNP-PINP) -PINPB-NOTMPの追加，
EHI : (PIRH -PINH) -PIRHB-NOTMHの追加，及び一OSHを
-YUに置換，
ECI : PIRC -PICの追加，
EFI : PIRF -PIFの追加，
EGI : (PIRC-PIG) -PIRGB -NOT MGの追加，
EX: NOTEの追加，
である。これらの変更が，前節と比較して，利潤比率（本節の場合， SYDC=
YDC/GDP)の決定に，どのような変化をもたらすか。これが問題である。た
だし，次の 2つの注釈を付けておこう。
(1)差し当たり，定義より
(PIRNP-PINP)-PIRNPB=O, (PIRG-PIG)-PIRGB=O, 
(PIRH -PINH) -PIRHB = 0 
のはずであるが，実は，
(PIRH -PINH) -PIRHB判0
である。これは， PIRH,PINHが個人企業を含み（「制度部門別所得支出勘定」
を参照。）PIRHBが，それを含まない（「主要系列表 国民所得および国民可処
21 
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分所得の分配」を参照。）からである。
(2)本節までの決定要因は，何れも（商品に対する）需要（＝支出）ー所得と理解
できるが，本節での実質的な追加要因のうち， (PIRH-PINH) -PIRHB, 
PIRC-PIC, PIRF-PIF, NOTEは，前節と同じ表記(EH/,EC/, EFI, 
EX)に含まれるにもかかわらず，そうではない。16)
なお， SYDCの他に，それに近い変数として， SYDPC= YDPC I GDP, SYC = 
YC/GDP, 及びSYCP=YCP/GDPについても， SYDCとの異同を見ておこ
う。ここで， YDPC:非金融法人企業および金融機関のうち，公的を除いた民
間， YC:民間法人企業所得（配当控除後）， YCP:民間法人企業所得（配当受
払前）である。17)
まず， SOSCF:非金融法人企業及び金融機関の営業余剰比率と SYDC:非金
融法人企業及び金融機関の可処分所得（個人企業を除く）の比率，及び，その
他の利潤比率の違いを見ると，図 9のように，水準の違いは大きいが，変動の
様子，傾向はよく似ている。実際，次表のように，平均の違いは大きく，標準
偏差の違いは小さい。18)
変数 標本数 平均 標準偏差 変動係数
SOSCF 38 0.12844150 0.02510183 19.543 
SYDC 38 0.03541494 〇.02355316 66.506 
SYDPC 23 0.03074435 0.02133053 69.380 
SYC 38 0.07991895 0.02159000 27.015 
SYCP 38 〇.09395582 0.02266284 24.121 
決定要因の寄与についての結果は，表B, 9のとおりで，本節での修正の影響
は，利潤比率への影響 (SOSCFとSYDCの違い）の単純さ（図9を参照。）に
もかかわらず，決定要因の寄与については大きいというのが一般的印象であろ
う。とにかく各決定要因の寄与の数字が一桁大きく，にもかかわらず符合の異
なる要因の寄与（金融機関だけが，資本調達勘定と所得支出勘定の項目の項が
22 
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同符号。）が相殺され，利潤比率 (SOSCFとSYDCの違い）に関する単純な結
果が生まれたようである。もう少し細かく見よう。
0.15 
0.10 
0.05 
0.00 
1955 1960 1965 l切0 l切5 1980 1985 1990 
図9 可処分所得比率 (SYDC) と営業余剰比率 (SOSCF)
(1)前節との大きな違いは，全期間では，最大の（正の）寄与要因が，制度部門
別に見ると，非金融法人企業部門ではなく，金融機関であることである。た
だし，非金融法人企業部門のうち資本調達勘定の項目の項 (ECC)が最大の
（正の）寄与要因であることは，前節と変わらない。
なお，最小の（負の）寄与要因が家計部門であることも，前節と変わらない。
(2)非金融法人企業部門の全体の寄与の割合(PEC=PECI+PECC)は，低下傾
向を示し，この点は前節と同じ。他方，政府部門の全体の寄与の割合(PEG=
PEGI+PEGC)は，低下傾向を示し，この点は前節と反対。また， 1970年代
中頃から1980年代中頃には， PEGがPECを上回るが，これは前節と同じ。
（図10を参照。）
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図10 非金融法人企業部門の寄与と政府部門の寄与
(3)海外部門の寄与の割合 (PEX)の小ささ、及び上昇傾向は，前節と変わらな
い。（表 8-(1)を参照。）
(4)制度部門の寄与間のバラツキが，特に1970年代の中頃と1990年代で著しく大
きい。（図11を参照。）
(5湘関関係について。SYDCとECG,及びECI(特に，前者）の相関（正）の強さ
が，他の決定要因（特に EHC)に比し，際立っている。これは，前節と同じ。
EHCとの相関（正）が強くない点は，前節と異なる。（表9-(1)を参照。）
(6)階差について。非金融法人企業部門の資本調達勘定の項目の項の寄与の割合
(PEGG)の支配的状況が際立っている。（表8-(2)を参照。）相関関係では，
DEGGとDSYDGだけでな<,DEG/とDSYDGの正の相関が強い。この意
味で，非金融法人企が部門の寄与の影響が（階差でない場合に比し）より強
い。（表 9-(2)を参照。）この点は，前節と同じである。
24 
実現利潤の決定要因分解： 1955-92年（佐藤）
表8 利欄比率 (SYDC)の決定要因の奇与
(1) SYDCの決定要因の寄与の平均(%)
二1955-59 1960-69 1970-79 1980~89 C) 10 10 10 
PEN! -18.00 -1.18 -5.47 -2.78 
PENC 00.00 00.00 10.85 5,73 
PEHi -300.21 -112.86 -436.04 -197.67 
PEHC 113. 28 85.49 286.27 135.57 
PECI -312.98 -159.49 ~416.28 -307,23 
PECC 484.14 239 .19 450.07 292,58 
PEFI 177.05 68.23 179.08 139.46 
PEFC 2.33 4.76 6.68 :i .12 
PEG! -225.74 -104.36 -208.67 -224.01 
PEGC 166.70 74.69 214.07 182.30 
PEX 12.40 8.09 15.12 67.63 
(2) DSYDCの決定要囚の脊与の平均(%)
二1956-59 1960-69 1970-79 1980-89 4 10 10 10 
PDENI 10.49 5.92 1.09 -8.68 
PDENC 00.00 00.00 1.02 -4.47 
PDEHI -105. 54 235 .10 127.31 -80.64 
PDEHC -58.89 -142.82 6.15 23.82 
PDECI 6.32 0.52 50.76 ・45.08 
PDECC 759.64 356.60 25.83 335.07 
PDEFI -47.88 5.19 -4.08 60.10 
PDEFC 11.98 2.85 0.06 -5.82 
PDEGI -238.34 -108. 97 -61.15 -14.01 
PDEGC -47.62 6.52 36.37 -10.52 
PDEX -240.68 ・357.64 -130.76 -123.13 
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199092 1955-92 
3 38 
~25.26 -6.84 
15.76 5.61 
-507.71 -276.05 
348.24 175.91 
・1056.63 -356.97 
1083.59 407.63 
513.28 165.60 
37.42 7.62 
-1159. 52 -262.57 
628.30 195.50 
249.22 45.21 
1990-92 1956-92 
3 37 
14.13 1.83 
0.43 -0.89 
-79.48 58.29 
71.19 -31.09 
157.53 15 .13 
10.84 276.92 
-118.22 1. 78 
-3.91 0.19 
5.00 -75.12 
-61.53 -1.38 
35.64 -188.41 
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（イ） 企業の可処分所得比率 (SYDC)の場合
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（口） 営業余剰比率 (SOSCF)の場合
図11 利潤比率に対する制度部門の寄与
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実現利潤の決定要因分解： 1955-92年（佐藤） 29 
公的を除き民間だけに注目した SYDCに近い他の利潤比率： SYDPC, 及び
SYC, SYCPについても，図 9から容易に想像できるように， SYDCとほぽ同
様の動きを示し，同様の結果が得られる。例外は， DSYDPC* DECCの相関
の低さである。ところで， SYDPCについては， 1969年以前の数値が欠損してい
る。そこで，比較の時期を合わせ， 1970年以降について， SYDCと比較してみ
よう。18)すると，表10のように， DSYDC* DECCの相関は非常に低く，不整
合はなくなる。
表10 利潤比率 (SYDC) と決定要因の寄与の相関係数 (1970-92)
相関係数／有意確率／標本数=22
DECC 
DSYDC DSYDPC 
0.19044 
0.3959 
V. まとめ
0.07650 
0.7351 
分析技術，視点，経済的意味の導出等，改善の余地は多いが，差し当たりの結
論をまとめておこう。
(1)営業余剰，あるいは企業の可処分所得の (GDPに対する割合の）決定要因と
しては，非金融法人企業部門の資本調達勘定の項目の項の寄与 (ECC)の割
合が大きく，正の相関が強いという意味で，影響が大きい。ただし，傾向的
には低下しているし， 1970年代中頃から1980年代中頃までは，非金融法人企
業部門の寄与の割合 (PEC)を，政府部門の寄与の割合 (PEG)が上回る。
階差で見た場合， ECCの影響の大きさが際立つ。
(2)家計部門の寄与は負である。
(3)海外部門の寄与の割合は小さい（正）が，傾向的には上昇している。
(4)二種の利潤比率（営業余剰と企業の可処分所得）の違いは大きいが，大きい
29 
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違いの一つは各制度部門の寄与間のバラツキで，後者の場合のそれの大きさ
（特に1970年代中頃と1990年代）が印象的である。
ある国（本稿では日本） の時期による違いとともに，国による違いも興味深い
が，続篇の課題としたい。
（注）
1)本稿の要旨を研究会で報告の際，同僚の諸氏から有益な助言を頂いた。感謝します。
2) 当該勘定の項目，及び対応する（本稿で使用する）記号は，次のとおりである。
統合勘定 1. 国内総生産と総支出
雇用者所得
営業余剰
固定資本減耗
間接税
（控除）補助金
統計上の不突合
国内総生産
?
??
????
? ? ? ? ?
GDP 
民間最終消費支出
政府最終消費支出
国内総固定資本形成
在庫品増加
財貨・サービスの輸出
（控除）財貨・サービスの輸入
国内総支出 GDP 
これらの記号は，実は，データ・ソースである「日経総合経済ファイル」 (NEEDS)のTS
コードであり，以後，利用する他の勘定の項目の記号についても，同様である。
3) ECに関する ChowテストのためのF値は，次の図のように，印象を裏付けている。
300 
200 
100 
?
1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990 
?
ECに関する ChowテストのためのF値
ここで，例えば， 19**年に対応するF値は， 1955~(19**-1)年と19**~92年に二
分した場合のものである。
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4) EC=CP-YW>Oは，一見，不自然に見えるかもしれないが，これは，家計の貯蓄<O
を意味しない。 ECは，正確には，対家計民間非営利団体の最終消費支出を含み，海外から
の雇用者所得（純）を含まないが，この点を別にしてもc-:これらの項目は，何れも量的に
は非常に少ない），家計の貯蓄は，雇用者所得（含：海外からの雇用者所得（純））一家計の
最終消費支出，の他に，（個人企業の）営業余剰，財産所得（純），社会保険給付一負担，等
等から成り，
雇用者所得（含：海外からの雇用者所得（純））一家計の最終消費支出<O
にもかかわらず，他の項目>Oの故に，総計では，家計の貯蓄>Oである。
5)国内総生産の構成比で見ると， SOSの低下傾向に対応しているのは，定義より，他の項目
（雇用者所得＋固定資本減耗＋純間接税）の上昇傾向のはずである。その構成比の大きさか
ら予想できることではあるが，確かに固定資本減耗 (DQ)や純間接税 (TI-SB)ではなく，
雇用者所得 (YW)の構成比の上昇傾向である。（図5を参照。）
6)蛇足かもしれないが， SOSCF=OSCF I GDPと，本節で定義された(1)EC+ EI+ EC+ 
EX+ES (=OS/GDP)に，恒等的関係はない。
7) sos, 及びSOSCFに関する ChowテストのためのF値は，次図のように，印象を裏付け
ている。
80 
60 
40 
20 
1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990 
図 SOS, 及びSOSCFに関する ChowテストのためのF値
8)階差の定義は，他の変数の場合も SOSと同じ。表示も同様で， Dを先頭に付けて表わす。
すなわち， D*は，＊の階差。
9)ただし，[,及びDQについては， !NP,及びDNNPの値が， 1955-70年に限り欠損の
ため，この期間には等号は成立しない。なお，当該期間の /NP,及びDNNPの値は， 0と
して計算されている。
10)国民経済計算の「制度部門別所得支出勘定」，及び「制度部門別資本調達勘定」を参照し
た。
11)「統合勘定 2. 国民可処分所得と処分勘定」，及び「主要系列表 国民所得および国民可
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処分所得の分配」の項目，及び対応する（本稿で使用する）記号は，次のとおりである。
統合勘定 2. 国民可処分所得と処分勘定
民間最終消費支出 CP 雇用者所得 YW 
政府最終消費支出 CG 海外からの雇用者所得（純） NYWE 
貯蓄 s 営業余剰 OS 
海外からの財産所得（純） NPIE 
間接税 TI 
（控除）補助金 SB 
海外からのその他の経営移転（純） NOTE 
国民可処分所得の処分 YD I国民可処分所得 YD 
主要系列表 国民所得および国民可処分所得の分配
1. 雁用者所得 YWH 
2. 財産所得（非企業部門） PIB 
(1)一般政府 PIRGB 
(2)対家計民間非営利団体 PIRNPB 
(3)家計 PIRHB 
3. 企業所得（配当受払後） YT 
(1)民間法人企業（配当控除後） YC 
a非金融法人企業 YCN 
b金融機関 YCF 
(2)公的企業 YG 
(3)個人企業 YU 
4. 国民所得 NI 
5. 間接税（控除）補助金 SBD 
6. 国民所得（市場価格表示） NINP 
7. その他の経常移転（純） NNOTE 
(1)非金融法人企業および金融機関 NOTC 
a 民間 NOTCP 
b 公的 NOTCPB 
(2)一般政府 NOTMG 
(3)対家計民間非営利団体 NOTMP 
(4)家計（個人企業を含む） NOTMH 
8. 国民可処分所得 YD 
(1)非金融法人企業および金融機関 YDC 
a 民間 YDPC 
b 公的 YDPBC 
(2)一般政府 YDG 
(3)対家計民間非営利団体 YDGC 
(4)家計（個人企業を含む） YDH 
（参考）民間法人企業所得（配当受払前） YCP 
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12)「主要系列表 国民所得および国民可処分所得の分配」を参照した。
13)「制度部門別所得支出勘定」を参照した。
14)「主要系列表 国民所得および国民可処分所得の分配」を参照した。
15)「制度部門別所得支出勘定」を参照した。
33 
16) EH/における一 YUは，前節の EH/における一OSHに対応し，支出ー所得の構成要素
と理解できる。 ENI,EH/, EC/におけるーNOTMP,-NOTMH, -NOTMGも同様で
ある。 (PIRNP-PINP)-PIRNPB = 0, (PIRC-PIG) -PIRGB = 0は， 09)には表記した
が，実質的には追加要因ではない。
17)言うまでもないかも知れないが， SYDPC,SYC, 及びSYCPと(19)で定義された
~(E*I+E*C)+EX+ES, *=N, H, C, F, G 
に，恒等関係はない。
18) SYDPCの数値は， 1970年まで欠損，したがって，その階差DSYDPCの数値は， 1971年
まで欠損。
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